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714MHz以下の周波数帯の利用状況（全国）

無線局数の推移の総合通信局別比較 無線局数の割合及び局数の推移の周波数区分別比較

調査結果のポイント

 関東局、近畿局、九州局、沖縄事務所の無線局数は増加傾向にあるものの、その他の総合通信局は平成29年度と比較して令和2年
度は無線局数が減少している。

 714MHｚ以下の全体の無線局数は、平成29年度の4,111,390局から令和2年度は4,158,061局に増加している。（46,671局増）

 周波数区分別の無線局数の割合を見ると、335.4MHｚ超714MHｚ以下の割合が最も大きい。

 周波数区分別の無線局数の推移において、平成26年度から令和2年度にかけて、222MHｚ以下の周波数区分では無線局数が減少し
ており、222MHｚ超の周波数区分では、無線局数が増加している。
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714MHz以下の周波数帯の利用状況（東海地域）

212,741

460,379

190,682

459,175

免許人数 無線局数

平成29年度

令和2年度

（12.59％）
（12.29％）

（11.20％）（11.04％）

（括弧内は対全国比）
無線局数及び免許人数（714MHｚ以下、東海） 無線局数の割合及び局数の推移の周波数区分別比較（714MHｚ以下、東海）

調査結果のポイント

 平成29年度と比べ令和2年度の免許人数は、22,059者減少している。

 平成29年度と比べ令和2年度の無線局数は、1,204局減少している。

 周波数区分別の無線局数の割合において、335.4MHｚ超714MHｚ以下の割合が最も大きい。

 周波数区分別の無線局数の推移において、平成26年度から令和2年度にかけて、222MHｚ以下の周波数区分では無線局数が減少し
ており、222MHｚ超の周波数区分では、無線局数が増加している。

52.61％
（241,577局）

5.50％
（25,274局）

27.84％
（127,855局）

6.31％
（28,982局）

7.73％
（35,487局）
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26.175MHz以下の周波数の利用状況（東海地域）

評価結果のポイント

 本周波数区分は、波長が長く長距離伝搬が可
能であることから、アマチュア無線のほか、古く
から洋上での船舶通信、航空通信や中 波放送、
短波放送等に利用されている。

 全般的な無線局数の漸減傾向は継続するもの
の急激な周波数移行は見込まれず、一定の需
要が続く帯域である。

調査結果のポイント

 電波利用システムごとの無線局数の割合は、アマ
チュア無線HFが66.99％(23,774局)、アマチュア無
線MFが31.74％ (11,262局)を占め、 アマチュア無
線LFを含むアマチュア局が98.81％(35,063局)を占
めている。

 大半の割合を占めるアマチュア無線HFは、平成29
年度と比べ令和2年度は13.27％(3,636局)減少して
おり、全般的な無線局数としては漸減傾向にある。

 路側通信（特別業務の局）MFは、平成26年度と
比べ令和2年度は18.75％(15局)増加している。

電波利用システムの割当状況

電波利用システム別の無線局数の推移（26.175MHｚ以下、東海）

その他（令和2年度）内訳

航空無線（航空機局）HF 32

アマチュア無線LF 27

航空機製造修理事業用無線（航空局）HF 16

船舶無線（海岸局）HF 4

航空無線（航空局）HF 3

航空機製造修理事業用無線（航空局）HF 2

非常呼出用HF 2
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31.74％
（11,262局）
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26.175MHz超50MHｚ以下の周波数の利用状況（東海地域）

評価結果のポイント

 本周波数区分は、アマチュア無線のほか、比較
的長距離の通信が必要な船舶通信に使用され
ている。

 全般的な無線局数の漸減傾向は継続するもの
の急激な周波数移行は見込まれず、一定の需
要が続く帯域である。

調査結果のポイント

 電波利用システムごとの無線局数の割合は、アマ
チュア無線28MHｚが83.78％(24,282局)、船舶無線
（船舶局・特定船舶局）27MHｚが14.08％ (4,080局)
を占めている。

 大半の割合を占めるアマチュア無線28MHｚは、平
成29年度と比べ令和2年度は12.86％(3,584局)減
少しており、全般的な無線局数としては漸減傾向
にある。

 魚群探知テレメーター（陸上移動局・携帯局）
40MHｚは、平成26年度と比べ令和2年度は
13.79％(8局)増加している。

電波利用システムの割当状況

電波利用システム別の無線局数の推移（26.175MHｚ超50MHｚ以下、東海）

その他（令和2年度）内訳

実験試験局（26.175MHz超50MHｚ以下） 15

放送連絡用無線（陸上移動局・携帯局）30MHｚ 15

海洋レーダーVHF（無線標定陸上局・無線標定移動局 11

ラジオ・ブイ（無線標定移動局）40MHｚ 5

ラジオマイク用無線（陸上移動局・携帯局）40MHｚ 2

船舶無線（海岸局）40MHｚ 1

電波規制用無線局（特別業務の局）27MHｚ 1
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50MHz超222MHｚ以下の周波数の利用状況（東海地域）

評価結果のポイント

 本周波数区分は、伝搬特性がよく比較的長距
離の通信に適していること、機器の小型化が容
易であることから、公共分野の自営通信、航空
通信、船舶通信、FM放送といった様々な用途で
利用されている。

 従来使われてきたアナログ方式の無線局は、機
器の更改のタイミングで、徐々にデジタル化や
周波数移行が進展しており、引き続き周波数の
有効利用を促進していくことが適当である。

 V-Low帯域、V-High帯域の利活用方策や公共
用周波数の有効利用方策については、各会合
における検討を踏まえつつ、適切に対応していく
ことが必要である。

調査結果のポイント

 電波利用システムごとの無線局数の割合は、アマ
チュア無線145MHｚ及び52MHｚを合わせると
56.92％(72,776局)と半数強を占め、残り半数弱を
FM放送や防災行政無線、航空無線等の多様なシ
ステムが利用している。

電波利用システムの割当状況

電波利用システム別の無線局数の推移（50MHｚ超222MHｚ以下、東海）

その他（令和2年度）内訳（抜粋）

デジタル簡易無線150MHｚ 3,634

防災相互波150MHｚ 3,348

アナログ列車無線（陸上移動局・携帯局）150MHｚ 2,960

市町村防災用無線（陸上移動局・携帯局）150MHｚ 1,998

船舶無線（船舶局・特定船舶局）150MHｚ 1,864

電気事業用無線（陸上移動局・携帯局）150MHｚ 1,700

その他公共業務用無線（陸上移動局・携帯局）150MHｚ 1,074
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222MHz超335.4MHｚ以下の周波数の利用状況（東海地域）

 本周波数区分は、伝搬特性がよく中長距離の
通信に適していること、機器の小型化が容易で
あることから、主に公共分野の自営通信、無線
呼出、航空通信、航空無線航行等で利用されて
いる。

 特に260MHｚ帯は、150MHｚ帯消防用無線、
150MHｚ帯、400MHｚ帯の防災行政無線の移行
先であり、無線局数が増加傾向にあることから、
着実にデジタル化が進展している。

 電波利用システムごとの無線局数の割合は、市
町村防災デジタル無線、消防用デジタル無線、県
防災用デジタル無線及びその他公共業務用無線
として利用されている260MHｚ帯のデジタル無線
が合計で98.94％を占めている。

 平成26年度から、防災用デジタル無線及び消防
用デジタル無線は増加傾向にある。

電波利用システムの割当状況

電波利用システム別の無線局数の推移（222MHｚ超335.4MHｚ以下、東海）

評価結果のポイント

調査結果のポイント

その他（令和2年度）内訳（抜粋）

市町村防災用デジタル無線（基地局・携帯基地局・陸上移
動中継局）260MHｚ

160

県防災用デジタル無線（基地局・携帯基地局）260MHｚ 79

その他公共業務用無線（陸上移動局・携帯局）260MHｚ 72

消防用デジタル無線（固定局）260MHｚ 63

市町村防災用デジタル無線（固定局）260MHｚ 30

その他公共業務用無線（基地局・携帯基地局・陸上移動
中継局）260MHz

2

実験試験局（222MHｚ超335.4MHｚ以下） 45

航空機製造修理事業用無線（航空機局）250MHｚ 21

9



335.4MHz超714MHｚ以下の周波数の利用状況（東海地域）

 本周波数区分は、主にデジタル簡易無線、防災
行政用無線等で利用されている。

 デジタル簡易無線の無線局数は増加傾向にあ
る一方で、その他の無線局数は減少傾向にあ
るため、デジタル方式への移行が進展している。

 アナログ方式の需要減少によって将来的に機器
の更新が困難となることが想定されることや、周
波数の有効利用を図る観点から、デジタル化や
狭帯域化を促進していくことが好ましい。

 電波利用システムごとの無線局数の割合は、アマ
チュア局、簡易無線、デジタル簡易無線が合計で
約77.41％（187,012局）を占めている。

 デジタル簡易無線350MHｚ（登録局）、デジタル簡
易無線460MHｚは、平成29年度は38,676局、
21,110局であったが、令和2年度は63,211局、
33,565局であった。この理由は、アナログ方式から
デジタル方式への移行が進んでいるためである。

電波利用システムの割当状況

電波利用システム別の無線局数の推移（335.4MHｚ超714MHｚ以下、東海）

評価結果のポイント

調査結果のポイント

その他（令和2年度）内訳（抜粋）

列車無線（陸上移動局・携帯局）400MHｚ 7,115

消防用無線（陸上移動局・携帯局）400MHｚ 4,855

防災相互波400MHｚ 4,379

市町村防災用無線（陸上移動局・携帯局）400MHｚ 3,410

簡易無線350MHｚ 3,394
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